



























動展開表現 ”を “ 忠告・助言 ”“ 勧誘 ”“ 依頼 ”“ 指示・命令 ”“ 許可与え ”
“ 申し出 ”“ 許可求め ”“ 確認 ”“ 宣言 ” などの 9種に分類しているが、
















① 忠告・助言 聞き手 聞き手 聞き手
② 勧　　　誘 共　同／聞き手 聞き手 共　同／聞き手／話し手
③ 依　　　頼 聞き手 聞き手 話し手
④ 指示・命令 聞き手 話し手 話し手／聞き手／なし
⑤ 許可与え 聞き手 話し手 聞き手
⑥ 申　し　出 話し手 聞き手 聞き手
⑦ 許可求め 話し手 聞き手 話し手
⑧ 確　　　認 話し手 聞き手 話し手／聞き手／なし
⑨ 宣　　　言 話し手／共　同 話し手 話し手／聞き手／なし
【表1】　坂本ほか1994
（p.50　修正引用）
　坂本ほか 1994のいう “ 行動展開表現 ” は、「聞き手行為」のみなら
ず「話し手行為」も含まれるため、本稿でいう行為要求表現より範囲
が広い。上記【表 1】の規定に基づくと、9種の機能のうち、“ 行動 ”
に「聞き手」が含まれる “①忠告・助言 ”“ ②勧誘 ”“ ③依頼 ”“ ④指示・













① 忠告・助言 聞き手 聞き手 聞き手
② 誘　　　い 共　同 聞き手 共　同
③ 勧　　　め 聞き手 聞き手 聞き手
④ 依　　　頼 聞き手 聞き手 話し手
⑤ 指示・命令 聞き手 話し手 話し手／聞き手／なし
⑥ 許可与え 聞き手 話し手 聞き手
⑦ 申　し　出 話し手 聞き手 聞き手
⑧ 許可求め 話し手 聞き手 話し手
⑨ 確　　　認 話し手 聞き手 話し手／聞き手／なし
⑩ 宣　　　言 話し手 話し手 話し手
【表2】　蒲谷ほか2009
（p.97　修正引用）
　【表 2】から分かるように、蒲谷ほか 2009では “ 勧誘 ” という用語
を避け、“②誘い ”と “③勧め ”を挙げており、“⑩宣言 ”については“行
動 ”“ 決定権 ”“ 利益 ” が全て “ 話し手 ” であると規定している。その










2009、日本語記述文法研究会 2003、王 2005などがある *4。
2.2.1　柏崎 1993
　柏崎 1993では、“行為指示型表現”の基本的な機能は“命令機能”“依
頼機能 ”“ 勧め機能 ” の 3つであると述べ、“ 負担利益 ” と “ 選択性 ”
という2つの基準から各機能の定義を図っている。“依頼機能”から“懇









依　頼 （多かれ少なかれ）ある 話し手／他者 聞き手
勧　め あ　る 聞き手 話し手／なし








　つまり、柏崎 1993 は “ さそいかけ ” を 1つの機能として取り出し
てはいないが、“勧め ” の一種として捉えていることが推測できる。
2.2.2　姫野 1997・2009
　姫野 1997は、“受益者 ” と “ 決定権者 ”を分類基準に、“命令的指示 ”





















益者 ”“ 決定権者 ”を基準に、「行為者が聞き手のみ」である場合の “行
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　また、“勧誘 ” について、姫野 2009も姫野 1997同様、「話し手と聞
き手の共同行為」の場合を “勧誘 ” の特徴として捉えているが、位置
づけにおいて姫野 1997とは異なった見解を示している。姫野 1997で
は “勧誘 ” を “ 勧め ” の下位分類として捉え、“勧め ” の下に “ 行為者 ”
の軸を設けているが、姫野 2009では “勧誘 ” を “ 勧め ” の下位分類と
して捉えていない。行為者が「話し手＋聞き手」であるという特徴を












為者 ” が誰かによって “ 意志 ”“ 勧誘 ”“ 行為要求 ” の 3つに分類して
いる。「話し手の行為の実行を表すもの」が “ 意志 ”、「話し手の行為
の実行を前提として、聞き手に行為の実行を求めるもの」が “勧誘 ”、
「聞き手に行為の実行を求めるもの」が “ 行為要求 ” であると定義し
ている。本稿で言う行為要求表現は、「聞き手に行為の実行を求める」
ことに焦点を置いたものであるため、“意志 ” を除いた “勧誘 ” と “ 行
為要求 ”両方が含まれることになる。
　更に、日本語記述文法研究会 2003では “ 行為要求 ” の下位分類に






















命令 聞き手 話し手 無
依頼 聞き手 話し手 有
許可・勧め・助言 聞き手 聞き手 ―
勧誘 共　同 ― ―
【表6】　日本語記述文法研究会2003
　【表 6】から、以下の 3点が日本語記述文法研究会 2003の特徴的な
捉え方であると言えよう。
　
　（6）　a “ 命令 ” の “ 受益者 ” を “ 話し手 ” に限定している点
　　　  b “ 許可・勧め・助言 ”の “決定権 ”について特に言及がない点
　　　  c “ 勧誘 ” の “ 受益者 ”“ 決定権者 ”について特に言及がない点
2.3　段階的分類
　「段階的」とは、“ 決定権 ” 及び “ 受益者 ” を「多義的」「一義的」
のような 2者選択的な捉え方ではなく、「強弱」の問題として程度的、
連続的に捉えることを指す。「段階的分類」を行っている研究には、
高梨 2011、熊井 2012などがある。高梨 2011は “決定権 ” を段階的に
捉え、姫野 1997に修正を加えたものであり、熊井 2012は更に “受益
性 ” を段階的に捉え、高梨 2011に修正を加えたものである。以下、
順に確認する。












 【表６】から、以下の３点が日本語記述文法研究会 2003 の特徴的な捉え方であると言
えよう。 
  
(6)  a “命令”の“受益者”を“話し手”に限定している点 
   b “許可・勧め・助言”の“決定権”について特に言及がない点 





類」を行っている研究には、高梨 2011、熊井 2012などがある。高梨 2011は“決定権”
を段階的に捉え、姫野 1997に修正を加えたものであり、熊井 2012は更に“受益性”を段
階的に捉え、高梨 2011に修正を加えたものである。以下、順に確認する。 





【表７】 20 姫野 1997を修正） 
 
                                 （p.3  
 
 高梨 2011では、「行為を発動するかどうかについての聞き手の決定権は、話し手の強制　高梨 2011では、「行為を発動するかどうかについての聞き手の決定
権は、話し手の強制力と相反する関係にあるが、強制力には様々な程
度がありうる（p.3）」と述べ、“ 決定権 ” を「聞き手と話し手のどち
らにあるかの二者選択ではなく、よりどちらが強いかという程度的な
もの（p.3）」として考えられている。そして、“許可 ” と “ 勧誘 ” を「典
型的な行為要求ではないものの、それに連続するものとして位置づけ
る（p.4）」と主張している。但し、太線で囲まれた部分が基本的な “行
為要求 ” を指し、姫野 1997の分類と基本的には同じであることを認
めている。
　熊井 2012は、高梨 2011に更に修正を施している。
　熊井 2012 では、確かに “依頼 ”の場合の “受益者 ”は話し手、“勧め ”
の場合の “ 受益者 ” は聞き手であるが、“ 命令的指示 ” の受益者は話




　①　 同じ “ 命令的指示 ” の中にも、話し手の受益性が高い場合とそ
うではない場合があること；
　②　 “ 恩恵的指示 ” の中にも聞き手が特別な恩恵を被っていないも
のが存在すること；
　③　 通常の “ 指示 ” に中に、受益性がないものから高いものまで幅
があるということ
などの理由から、「話し手受益」「聞き手受益」両方に対して “ 受益性
の強弱 ” という観点を導入している。そして、“ 命令 ” と “ 指示 ” を
連続的でありながら性質の違うものであると述べ、“命令的指示 ”“ 恩
恵的指示 ” という用語を廃棄して “命令 ”“ 指示 ” という用語を区別し
て用いている。また、“ 勧誘 ” の “ 受益者 ” に関しては、「聞き手と話
し手両方」と捉えている。以下、熊井 2012の分類と枠組みを【表 8】





【表８】 熊井 2012（高梨 2011を修正） 
 


















(7)  「行為者」の基準 










動 ”“ 決定権 ”“ 利益 ”；柏崎 1993では “ 利益負担 ” と “ 選択性 ”；日本
語記述文法研究会 2003では “ 行為者 ”“ 強制力・決定権 ”“ 有益 ” など
の用語を用いているが、観点は概ね同一であると言える。























の場合について、“ 誘い ”（蒲谷ほか 2009）、“ 勧誘 ”（姫野 1997・
2009、日本語記述文法研究会 2003、高梨 2011、熊井 2012）などの名
称を用い、それ以外の機能 “ 命令 ”“ 依頼 ”“ 勧め ” などと区別を図っ
ている。“ 勧誘 ” の定義の範囲は、先行研究によって差異がみられる







誘 ”“ 誘い ” ではない。（8）（9）が「命令」、（10）（11）が「依頼」、（12）
（13）が「勧め」になる *5。












令 ”“ 依頼 ”“ 勧め ” などにおいても「共同行為」になる場合がある。
これは、「共同行為」は “ 勧誘 ”“ 誘い ” だけが持っている特徴ではな







定義上「共同行為」を “ 勧誘 ”“ 誘い ” の特徴として捉えていながら、






ちらも確かに “勧誘 ” と捉えたい用例である。日常で言う “勧誘 ” は、
むしろ上記のような用例を指すことが一般的であり、直感的にもこれ










　このように、“ 勧誘 ”“ 誘い ” の中には「共同行為」とは言い難い用
例が数多く存在する。「共同行為」という規定からは、このような文
法上「共同行為でない」ものを “勧誘 ”“ 誘い ” として捉える理由につ
いて、充分な説明を与えることができない。
　（16）　理由①　 「共同行為」だから必ず “ 勧誘 ”“ 誘い ” になるとは
限らない
　　　　理由②　 “ 勧誘 ”“ 誘い ” だから必ず「共同行為」であるとも
限らない

































1994、蒲谷ほか 2009などでは “ 命令 ” の「受益者」に「話し手／聞
き手／なし」と規定しており、受益者が「話し手と聞き手どちらでも
ない」場合の存在可能性を示している *8。また、（17d）の熊井 2012













　従来の多くの研究では、“勧め ” と “ 依頼 ” の違いを “受益者 ” に求
めており、“ 勧め ” の定義を “ 聞き手利益 ” と捉える傾向にある（姫
野 1997、日本語記述文法研究会 2003など）。そして、「たら？」「と
いい」「ほうがいい」などの評価のモダリティ形式が “ 勧め ” を表す
理由について、「聞き手にとって望ましい」「聞き手にとって有益であ
る」などと説明しており、評価のモダリティ形式が “勧め ” を表す理
由を “ 聞き手利益 ”に求めている。






































































































法研究会 2003、高梨 2011、熊井 2012）」という用語のほかにも、「命令的表
現（国立国語研究所 1960・1963）」「働きかけの表現（仁田 1991）」「行動展開
表現（坂本ほか 1994、蒲谷ほか 2009）」「行為指示型発話行為（姫野 1997・
2009）」「命令・依頼の表現（王 2005）、命令・依頼のモダリティ（安達
















*4 姫野 1997では、柏崎 1993が「一義的分類」になっていないと批判しているが、
本稿では 1つの機能カテゴリーが相互排除的に捉えられていると考え、「一義
的分類」に含める。
*5 高梨 1996では用例（13）を “ 共同行為の提案 ” であるとし、“ 行為者に話し
手が含まれる ”場合を “ 勧め ” から外しているが、本稿では「勧め」に含める。
なぜなら、「行為者」という観点を除けば、「聞き手単独行為」の場合と意味
的な差異があまり感じられないからである。






*9 高梨 1996では、（21）（22）のような “ 行為者が不特定多数 ” の場合を “ 不特
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